
裁決

市  長 副市長 部  長 課  長 副主幹 主査 主査補 班員

渉 瘍 ◎ 0 Q 婁:  ⑤ `

会議の名称  「北総線耐震化対策協議会」

報告者の職氏名 主事  押田 侑希i::企画政策課 企画政策班

日  時 平成 26年 8月 6日 (水 ) 14時 00分 ～ 16時 00分

場   所 白井市 本庁舎 6階 委員会室

出 席 者  ( 別添出席者猛簿のとお り

|。

tを したい。   、   _

,いて、具体的な説明をしていただきたい。
ギ事業費の単価の積算根拠を示していただきたい。

(事務局より)

北総に出席していただいての説明は本国で最後となるので、今後質問がある場合は、事務局から北総介

確認することとする。

・その他

O耐震化事業費の負担割合について

(事務局より)

負担割合について、沿線市の意見を踏まえて事務局で案を作成し、更に協議会での検討を進めていきた

い 。 
｀
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北総線耐震化対策協議会

日時 :平成 26年 8月 6日 (水 )ヽ
午後 2時から

場所 :白井市役所6階 委員会室

次   第

1 開 会

｀2 案 件

・耐震化について

・その他

華  3閉 会
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総線耐震化対策協議会 出席者名簿

平成26年 8月 6日 (水)午後2時から
白井市役所6階 委員会室

【出席者】

だ際 れ季

団体名 職名 氏名

千葉県
交通計画課

副主幹 町山 明

副主幹 里見 季彦

松戸市
交通政策課

課長 菊池 謙次

主任技師 岡崎 尚美

市川市
交通計画課 主幹 小林 英樹

鎌ヶ谷市
都市計画課

課長 金子 文夫

室長 佐瀬 功

主査 星野 繁和

船橋市
政策企画課

課長補佐 篠浦 淳二

主査 千脇 真治

都市計画課
交通政策室

室長 細川 裕之

副主査 濱田 俊幸
印西市
企画政策課

課長 小jII義雄

室長 堀越 庄―

主査 根本 建吾

日井下
企画政策課

部長 内藤 健作

課長 折山 郁子

副主幹 津々木 哲也

主事 堀田 侑希

北総鉄遭株式会社 常務取締役 竹渕 誠―

技術部
部長 星野 康弘

工務課 副主任 南 博

企画室 ′
部長 境 史郎

課長 佐藤 栄寿
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北総総26発第5ぶ号
平成 26年 7月 31日

関東運輸局長 文 野 己 知 様

北総鉄道株式会社

取締役社長 平田 憲―

北総線の耐震補強に対する補助金交付について (要望)

時下、ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。

平素、当社業務につきましては、格別なるご理解とご協力を賜りt厚くお礼
申し上げます。

昨年4月 1日 付けで「特定鉄道施設に係る耐震補強に関する省令」が施行さ
れ、首都直下地震を踏まえ、現時点で全体の4oパーセント弱に留まってぃる
耐震補強を北総線の全区間について速やかに実施することが当社の努力義務と
されたところです。

しかしながら一方でミ当社は、これまでも鉄道建設 0運輸施設整備東援機構、
千葉県、京成電鉄他関係者からの累次の支援を得て経営健全化に努めておりま
すが、平成24年度に漸く債務超過こそ解消したものの、本年3月 31日環在
で、未だ繰越損失202億円、有利子負債852億円の存在のほか数年のうち
に資金不足に陥いることすら懸念されるなど、依然として厳しい状況にあり、
:耐震補強につきましても公的資金による補助が必要不可欠であります。

もとより耐震補強は鉄道事業の生命 ともいうべき安全・安心輸送のためにゅ
るがせにできない重要な課題であり、かっ、重大な責務であると認識しており、
当社といたしましても、従来の計画を前倒しし、国の指針に沿づて耐震補強を
推進してまいる所存です。

既に関係自治体でも検討が進1//1しており、事業計画期間内での着実な整備が
なされるよう耐震補強の実施を前提として関係自治体全体で負担するとの方向
性について合意がなされたところであります。

北総線は、沿線住民にとって必要不可欠のライフラインであるばかりでなく、
京成電鉄によるスカイアクセス線の運行

|こ
よつて都心ど成田空港とを短時間で

直結するもあであることか
.ら

も、国におかれましても、平成 27年度からの補
助金の交付につき特段のご配慮を賜りたく、お願い申し上げます。

なお、耐震対策を行う事業の耐震補強計画は別添のとおりです。



平成 26年 8月 6日

北総鉄道株式会社

北総線の壁式橋脚の耐震補強について

当社線にはI期線 (北初富～小室間)区間を中心に壁式橋脚がありますが、それらの壁式橋脚

は、①過去の大震災でも崩壊、倒壊した実例がないこと、②他社においても当社と建設が同時期

の壁式橋脚の耐震補強事例が確認できなかつたこと等の事由により当社では耐震補強の計画外

としていましたが、独立行政法人鉄道総合研究所等に相談をした結果、その躯体特性から高架橋

柱と同様の耐震診断手法ではなく、現在の新設構造物の設計等で用いている『照劃 という手法

を用いて判断することが良いとの見解を得ました。

その『照査』による耐震診断を壁式橋脚の17基について行い、その結果 1基のみ補強が必要

となりました。

この補強が必要となつた1基の壁式橋脚については、より安全な路線を目指し当社の自社単費

にて補強を行います。

写真 補強が必要となつた壁式橋脚 (鎌ケ谷市制記念公園駐車場部 )
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北総鉄道株式会社

北総線耐震補強 過年度施工済概況(H18～ H25年度末時点)

①東松戸駅周辺(松戸市域)

施工年度
柱補強
(本 )

落橋防止
(連 )

金額
(百万 )

H18～ H21 148 5 330.2

H24～H25 58 134.9

②新鎌ヶ谷駅周辺(鎌ケ谷市域)

③新京成交差部以東(鎌ケ谷市口白井市・船橋市・印西市域)

‐=  
④その他設備(鎌ケ谷市口船橋市・白井市)

・西白井駅・白井駅口小室駅駅舎鉄骨耐震補強

・小室駅連絡通路

口粟野山トンネル躯体

施工年度
強
＞
補
本
柱
＜

落橋防止
(連 )

金額
(百万 )

H25 108.0

施二年度
柱補強
(本 )

落橋防止
(連 )

金額
(百万 )

H18～ H20 269 10 558.0

H23～H25 108 207.4

施二年度
怠補
本
柱
＜

落橋防止

(連 )

金額
(百万 )

H21 328 32 695.1

※ 新鎌ケ谷駅周辺部は除く

施工年度
柱補強
(本 )

落橋防止
(連 )

金額
(百万)

H20～ H21 49.9

施二年度
柱補強
(本 )

落橋防止
(連 )

金額
(百万 )

H24～ H25 2 1.5 131.5

※ ′1ヽ室駅連絡通路、粟野山トンネル躯体については、今年度も引き続き施工予定



「スキームを構築する理由」集約案
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北総線の運行区域は1今後発生が予想される大規模地震の想定震度が震

度 6強以上であることに加え、同線は空港アクセス線でもあることから、

2020年 に東京オリンピックが開催されることを考慮すると、北総線の

耐震化は、他線と異なり耐震箇所毎ではなく全線における課題として対応

すべきものである。

｀
このことから、北総線県内区間全線の耐震化は、沿線 6市の住民の安全・

安心を確保するため、沿線各市が単独として捉えるものではなく、沿線 6

市で取り組むべきものであり、そのため、沿線 6市が連携してスキームを

構築し、負担すべきものである:

耐震化に係る負担については、沿線 6市でスキームを構築し負担するこ

とにより〔計画期間内の整備が可能となり、ひいては補助金の効果を最大

限に活かせることから、沿線 6市が協調して取り組む必要がある。



北総線耐震化事業補助スキーム (事務
IL案

)

ゥ 単位 :千円

事業量 受益量
市川市 松戸市 鎌ケ谷市 船橋市 白井市 印西市

事業費割 乗降客数割
輸送量書1
(人キロ)

固定資産税
J又入害‖

案 1

70% 15% 10% 5% 54,845 401,852 66,980 9,313 65,430 741246

全額事業費との差額 イ ″ ―//α 982 2δイア αθ/θ 32,θθ/ /424θ

3か年平均 18,282 1331951 22,327 3:104 21,810 24,749

案 2

70% 10% 10% 10% 55,583 407,263 69,466 10,551 65,819 63,987

全額事業費との差額 ¬4θθ4 ―/θaσァ/ a/θθ &θσ/ ″ ″θ δαθθ/

3か年平均 18,528 135,754 23:1155 |13,517 21,940 21,329

案3

60% 20% 15% 5% 52:446 361:915 66,765 11,148 75,785 104,606

全額事業費との差額 ―z22/ ―/5αθ/θ 2432 ι648 タ イ″ /θ4∂θ∂

3か年平均 1‐ 7,482 120,638 22,255 3,716 25,262 34,869

案4

60% 10% 10% 20% 56,297 381,564 751028 14,932 77,594 67,251

全額事業費との差額 ―ιθ″ ―/θみ′Zθ /αδθJ /2432 イ4′∂/ ∂Z′」/

3か年平均 18,766 127,188 25,009 4,977 25,865 22,417

参考 : 全額を事業費 59,667 512,834 64,333 2,500 33,333 0

０

キ


